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（個人住民税について）
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総 務 省



（注１）平成21年度までは決算額、22年度は決算見込額、23年度は地方財政計画による。

（注２）グラフ中の税制改正による増減収見込額は、平年度ベースの金額である。

（注３）分離課税の税収は、利子分は利子割、配当分は配当割、株式等の譲渡所得は所得割申告分離課税＋株式等譲渡所得割、土地等の譲渡所得は所得割申告分離課税の税収。H22、H23はデータなし。
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利子 配当 株式等の譲渡所得 土地等の譲渡所得税収のうち主たる分離課税分

▲1.6兆円（所得割の税率構造の累進緩和、人的控除額の引上げ（基礎控除、配偶者控除、扶養控除：26万→30万円）、配偶者特別控除・特定扶養控除の創設（35万円）等）

▲1.0兆円（所得割の税率構造の累進緩和、人的控除額の引上げ（基礎控除、配偶者控除、扶養控除（31万円→33万円））、給与所得控除の引上げ）

（単位：兆円）

▲0.2兆円（最高税率の引下げ）

【抜本的税制改革】

【税制改革】

＋0.3兆円（配偶者特別控除の上乗せ部分の廃止等）

＋0.2兆円（公的年金等控除の見直し等）

＋0.6兆円（利子課税の見直し等）

個人住民税収の推移

○ 税率構造の見直しや人的控除額の引上げなど、所得税と同様、累次の負担軽減措置が講じられてきた。
○ 平成19年度には、所得税から個人住民税への３兆円の税源移譲が行われている。
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算出税額 納付税額

前
年
中
の
給
与
収
入
（
年
間
収
入
）

給与所得の
金額の計算

課税所得の
金額の計算

税額計算

前
年
中
の
給
与
所
得
の
金
額

所
得
控
除

課
税
所
得
の
金
額

基礎控除
配偶者控除
扶養控除
特定扶養控除
障害者控除
社会保険料控除
生命保険料控除

33万円
33万円
33万円
45万円
26万円

など

【税率】 一律 10％（県４％、市６％）

税額控除

配当控除
外国税額控除
寄附金税額控除 等

所得税と同一の計算 個人住民税独自の計算

※地方税法で異なる定めをすることも可

前
年
中
の

給
与
収
入
に
係
る

給
与
所
得
控
除 ※1 寄附金控除を除き所得税と項目は一致

※2 金額は所得税より小さい

【平成24年度分以後適用】

・扶養控除の対象は16歳以上19
歳未満及び23歳以上の扶養親
族

・特定扶養控除の対象は19歳以
上23歳未満の扶養親族

個人住民税所得割額計算のフローチャート

（給与所得の算出は所得税と共通）
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＜出典＞平成22年度市町村税課税状況等の調
（注１）四捨五入の関係で計数の合計等が一致しない場合がある。
（注２）配偶者控除に配偶者特別控除を含み、年少扶養控除廃止及び特定扶養控除縮減を加味している。
（注３）課税対象となる収入には分離課税に係る分を含む。
（注４）課税対象となる収入のうち、給与収入・公的年金等収入以外のもの（その他収入）は所得ベース。

所得控除：57兆円（23％） 課税総所得：118兆円（48％）

個人住民税額：12兆円

調整控除：0.20兆円

住宅ローン控除：0.12兆円

税額控除：0.34兆円

人的控除：29兆円（％）

・基礎控除：18兆円

・配偶者控除：5兆円

・一般扶養控除：3兆円

（うち成年扶養控除：2兆円）

・特定扶養控除：1兆円

・老人扶養控除：1兆円 等

その他控除：29兆円（％）

社会保険料控除：25兆円

生命保険料控除：2兆円

医療費控除：1兆円

等

個人住民税の課税ベースのイメージ（平成22年度課税分）

各種所得についての控除等：
72兆円（29％）

給与所得控除：60兆円

給与所得控除／給与収入＝30％

公的年金等控除：12兆円

公的年金等控除／公的年金等収入

＝49％

○ 課税対象となる収入は約248兆円、課税総所得は約118兆円。
○ 給与所得控除・公的年金等控除で収入の29％、所得控除で23％課税ベースが減少。

課税対象となる収入約248兆円（給与収入（205兆円）、公的年金等収入（25兆円）、その他収入（19兆円））

所得金額約176兆円

非

課

税

所

得
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個人住民税の成年扶養控除の見直し（23年度税制改正法案：衆議院総務委員会での修正前）

納税者（扶養者）合計所得４００万円
（給与収入約５６８万円）

成年扶養親族のうち、

① 障害者控除制度の対象者

② 要介護・要支援認定者

③ 要介護認定者等の同居者
等

④ 難病等に係る公費負担医
療制度の対象者、高額療
養費制度の対象者等

⑤ 長期（90日以上）入院・通
院等をした者

心身の障害等の事情を抱える者

（成年扶養親族を扶養する納税者：約470万人 成年扶養親族：約520万人）

網掛け部分 ＝ 控除維持（控除額：３３万円）

高齢者（６５～６９歳）・学生

５００万円
（給与収入約６８９万円）

特定成年扶養親族

＜扶養者ベース：150万人＞

（被扶養者ベース：170万人）

控除対象成年扶養親族

＜扶養者ベース：210万人＞

（被扶養者ベース：230万人）

控除廃止・縮減となる者

＜扶養者ベース：100万人＞

（被扶養者ベース：110万人）

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。
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